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※2025年3月末現在、連結ベース

本 店
北 海 道 支 店
東 北 支 店
新 潟 支 店
北 陸 支 店
東 海 支 店
関 西 支 店
中 国 支 店
四 国 支 店
九 州 支 店
南 九 州 支 店

〒100-8178　東京都千代田区大手町1丁目9番6号大手町フィナンシャルシティ サウスタワー
〒060-0003　札幌市中央区北3条西4丁目1番地（日本生命札幌ビル）
〒980-0021　仙台市青葉区中央1丁目6番35号（東京建物仙台ビル）
〒951-8066　新潟市中央区東堀前通 六番町 1058番地1（中央ビルディング）
〒920-0031　金沢市広岡3丁目1番1号（金沢パークビル）
〒450-6420　名古屋市中村区名駅3丁目28番12号（大名古屋ビルヂング）
〒541-0042　大阪市中央区今橋4丁目1番1号（淀屋橋三井ビルディング）
〒730-0036　広島市中区袋町5番25号（広島袋町ビルディング）
〒760-0050　高松市亀井町5番地の1（百十四ビル）
〒810-0001　福岡市中央区天神1丁目11番1号（ONE FUKUOKA BLDG.）
〒892-0842　鹿児島市東千石町1番38号（鹿児島商工会議所ビル）

函 館 事 務 所
釧 路 事 務 所
青 森 事 務 所
富 山 事 務 所
松 江 事 務 所
岡 山 事 務 所
松 山 事 務 所
大 分 事 務 所

〒040-0063　函館市若松町14番10号（函館ツインタワー）
〒085-0847　釧路市大町1丁目1番1号（道東経済センタービル）
〒030-0861　青森市長島2丁目10番3号（青森フコク生命ビル）
〒930-0005　富山市新桜町6番24号（COI富山新桜町ビル）
〒690-0887　松江市殿町111番地（松江センチュリービル）
〒700-0821　岡山市北区中山下1丁目8番45号（NTTクレド岡山ビル）
〒790-0003　松山市三番町7丁目1番21号（ジブラルタ生命松山ビル）
〒870-0021　大分市府内町3丁目4番20号（大分恒和ビル）

ホームページ
https://www.dbj.jp/

株式会社日本政策投資銀行
（英文名称：Development Bank of Japan Inc.）

2008年10月
（旧日本開発銀行 1951年設立）
（旧北海道東北開発公庫 1956年設立）
（旧日本政策投資銀行 1999年設立）

地下 誠二

1,901人

1兆4億24百万円（全額政府出資）

〒100-8178 
東京都千代田区大手町1丁目9番6号 
大手町フィナンシャルシティ サウスタワー 
TEL 03-3270-3211（大代表）

会社概要

国内事務所

支店10カ所、事務所8カ所

国内グループ会社8社
海外現地法人4社

21兆5,493億円

14兆7,947億円

18.35%
（バーゼルⅢベース・国際統一基準）

A1（Moody’s）、A（S&P）、
AA+（R&I）、AAA（JCR）
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　日本政策投資銀行（DBJ）は、産業金融のプロフェッショナルとして、日本企業の成長

に金融面で貢献してきました。2008年の株式会社化以降は、投融資一体のビジネスモ

デルを推進し、長期ローンに加え、劣後ローンや優先株出資など多様な成長資金の供

給にも取り組んでいます。

　2015年、政府がDBJの顧客基盤や投融資一体の資金供給機能に着目し、国からの出

資（産業投資）も活用することで、成長分野への資金を時限的・集中的に供給する仕組

みとして「特定投資業務」が創設されました。企業の競争力強化や地域活性化に資する

事業に対し、金融規律を働かせつつ民間金融機関等と連携・協働し、成長資金市場の発

展にも貢献してきました。近年はGX（グリーントランスフォーメーション）やディープ

テックなどを重点分野に定め、積極的に取り組んでいます。

特定投資業務の実績

※2025年3月末現在

DBJ

投融資先

特定投資業務にかかる累計純利益

712億円

累計投融資決定額

1兆3,773億円
累計投融資決定件数

258件

成長資金の供給を促進する「特定投資業務」

民間との協調投融資額民間
金融機関等 7兆9,980億円

［ 特定投資業務のスキーム ］

［ 重点分野への取り組み ］

スタートアップ・イノベーションファンド
2020年3月～

GX（グリーン投資促進ファンド）
2021年2月～

サプライチェーン強靭化・
インフラ高度化ファンド

2024年2月～

新型コロナ
リバイバル成長基盤強化ファンド

2020年5月～2024年6月

幅広いステークホルダーと連携・協働し、
リスクマネーを集中的に供給します

75件703億円

9件1,205億円

19件1,066億円

15件2,516億円
※2025年3月末現在

国
（産投出資） 出資

繰入れ 民業の補完・
奨励

DBJ
金融機関等

自己勘定

特定投資業務

特別勘定で
出資金管理

対象となる
企業の取り組み

● 経営資源の有効活用
● 経営の革新

政策目的

● 地域経済の自立的発展
● 日本・企業の競争力強化
● 成長資金市場の発展

資本性資金等
（優先株・劣後ローン等）

融
資
等

成
長
を
支
え
る
リ
ス
ク
マ
ネ
ー
等
の
充
実

2025年度
700億円

2025年度
700億円

2025年度
1,400億円

投融資決定期限：2030年度末まで
業務完了期限（努力義務）：2040年度末まで
※2025年日本政策投資銀行法改正を経て、それぞれ期限延長されました



特定投資業務は、日本全国で地域活性化や企業競争力強化に貢献しています（全国での取組事例）
多様なステークホルダーと連携して、

地域の自立的発展を支援
特定投資指針より
地域伴走支援強化策

富山市本庁舎北側公有地活用に向けた官民連携事
業の劣後ローンでの資金供給支援（富山県富山市）

北陸支店

2050年CN実現に向け、トランジションローンとハイ
ブリッドローンを組み合わせた日本初の商品組成
（広島県広島市）

中国支店

医薬品サプライチェーンの強靭化に向け、抗菌薬製
造拠点として近江工場を新設（滋賀県栗東市）

関西支店

四国電力（株）が高松市等に外資系ホテルを建設す
るにあたり、当該ホテルの所有・経営目的の新設会
社に普通株出資（香川県高松市等）

四国支店

九州経済界を代表するパートナーたちの出資によ
り設立された地域特化型ファンドをアンカー投資
家として支援（福岡県福岡市等）

九州支店

所有船舶の老朽化が進む旧会社からフェリー事業
を引き継いだ新会社へ共同出資（宮崎県宮崎市）

南九州支店

北海道支店

酪農・畜産の生産プロセスのDX化を支援する当
該企業の、シリーズEラウンドの資金調達を支援
（北海道帯広市）

東北支店

木造耐火部材の研究開発を優先株出資により支援
（山形県山形市）

本店・関東甲信

菊地歯車（株）が新規事業開始に際し、優先株出資
により支援（栃木県足利市）

新潟支店

官民連携プロジェクトとして佐渡市相川地域の活
性化を目的に新設された企業に優先株出資により
支援（新潟県佐渡市）

東海支店

興和（株）（愛知県名古屋市）の医薬事業部の新
たな西日本における中心的な物流拠点を整備
（岡山県倉敷市）

地域金融機関との共同ファンド運営（取組事例）
18ファンド・個別案件56件　決定額 51億円（2025年3月末現在）

せとうち観光活性化
投資事業有限責任組合

QRIグロースサポート・
復興ファンド投資事業有限責任組合

ちば企業価値向上
投資事業有限責任組合

① 地方公共団体や地域における金融機関等と当該地域
における課題について認識を共有し、その解決を図る
ため協働すること

② 当該地域における投資の拡大を図るため、地域におけ
る金融機関をはじめ成長資金の供給主体に対して積
極的なノウハウの提供等を実施すること

③ 類似の課題を抱える他の地域における課題の解決を
図るため、積極的な情報発信を実施すること

北陸支店

新潟支店

中国支店
四国支店

関西支店

東海支店

本店

九州支店

南九州支店

北陸支店

北海道支店

東北支店

地域金融機関との勉強会

2024年度の勉強会の
実施行数・回数

36行・57回
地域金融機関からの
受入出向者

2025年3月末までの延べ数
（2015年～）

28行・93名
地方公共団体向け勉強会

2024年度のPPP・PFIに関する
勉強会の実施数

39自治体・41回

地域のステークホルダーとの連携実績

DBJによる地域の自立的発展に向けた取組状況（ファイナンス・ナレッジ両面）

ナレッジ発信・勉強会の取り組み事例

グループ会社

地域
金融機関

業界団体・
教育機関

お客様 自治体・
官公庁

ナレッジ提供
・情報発信

アプローチ
（接触増）

投融資
実行

案件
掘り起こし

地域トランジション推進に
向けた取り組み　

レポートの発信 地域金融機関向けの勉強会・
セミナーの開催

地域金融機関との連携強化を目的に勉
強会・セミナーの開催に注力しています。
主な開催実績は以下の通り。
■ 地域脱炭素に関する取組について
■ コンサルティング営業の推進に向けた
事業性理解・事業性評価研修

■ （一社）全国地方銀行協会と共催の
「特定投資業務に関する勉強会」の
開催

数千社の大企業・中堅企業を対象とした
設備投資計画調査をはじめ、各地域の
データをまとめたハンドブックや、地域・
産業・経済に関するレポートを発行して
います。また、「地域スタートアップエコシ
ステムの形成に向けて」と題した調査レ
ポートの発行など、特定投資業務の重点
分野に関連した、ナレッジ面での各種ソ
リューション提供を実施しています。

DBJは、全国各地の地域脱炭素関連の会
議体・プロジェクトへの関与や、地域金
融機関と連携し調査を進める等、各主体
を“つなぐ”役割を果たしながら、積極的
にトランジションをサポートしています。

（株）中国銀行、（株）広島銀行、（株）山口銀行、
（株）阿波銀行、（株）百十四銀行、（株）伊予銀行、
（株）みなと銀行

（株）北國銀行 （株）千葉銀行

■ 事業計画に特定投資業務実施方針として反映し、
毎年度財務大臣の認可を受け、当行HPで公表

■ 特定投資業務の実施状況・収支状況について年２回
事業報告書にて財務大臣に報告の上、当行HPで公表

政府・国民への報告

重点分野を中心とした資本性資金の供給により、地域活性化・日本企業の競争力強化、
そして成長を支えるリスクマネー市場の発展を目指します

政策目的 重点分野

成長を支えるリスクマネー市場の発展

競争力強化

地域活性化

民間ファンド等の新しい資金の担い手や
それを支える投資家・市場等の育成

特定投資業務モニタリング・ボード
■ 取締役会の諮問機関として、年2回開催

・政策目的との整合性を含む実績の評価 

・民業の補完・奨励および適正な競争関
係の確保等の状況に関して監視

■ 委員は全員社外有識者（五十音順、敬称略。2025年6月末時点）
秋野 哲也 （株）常陽銀行　取締役頭取（代表取締役）
遠藤 信博 日本電気（株）　特別顧問
國部 毅 （株）三井住友フィナンシャルグループ　特別顧問
田代 桂子 （株）大和証券グループ本社　取締役兼執行役副社長
辻 松雄 （一社）全国銀行協会　副会長兼専務理事
津曲 貞利 日本瓦斯（株）　代表取締役社長

スタートアップ・イノベーション

カーボンニュートラル実現に向けたグリーン投資促進

サプライチェーン強靭化・インフラ高度化

議論を反映 実施状況を報告

※第一地方銀行数 61行、第二地方銀行数36行（2025年3月末現在）

※DAC： Development Assistance 
 Committee

■ 決定時とEXIT時に、個別案件の政策目的にかかる評価・
検証（「政策評価」）

■ OECDが発表し、各国の政策金融機関においても採用実
績のある「DAC6項目評価※」をカスタマイズした手法で
（株）日本経済研究所が評価

政策評価

https://www.dbj.jp/service/invest/special/

特定投資業務について、
詳細はこちらを
ご覧ください。

民間金融機関等との定期意見交換会

■ 他の事業者との適正な競
争関係の確保に係る状況
等を検証

■ 年２回開催

■ 意見交換先
(一社）全国銀行協会
(一社）全国地方銀行協会
(一社）第二地方銀行協会

特定投資業務ならではのモニタリング体制

DBJが関与する
会議体




